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効用関数の設定

第4章 4-1. 消費者行動

まず経済として、以下の状況を設定する。

ここで、工業品は複数種あるため、𝑴を以下の部分効用関数で表す。

𝑴 =  
𝟎

𝒏

𝒎(𝒊)𝝆𝒅𝒊

 𝟏 𝝆

𝟎 < 𝝆 < 𝟏 (4.2)

𝒎 𝒊 ：工業品 𝑖 の消費量,  𝒏：多様性の程度（財の種類）

𝝆：工業品の多様性選好の度合い（𝝆 → 0で強くなる）

消費者の効用関数を次のように設定する。

𝑼 = 𝑴𝝁𝑨𝟏−𝝁 (4.1)

𝑴：工業品消費,  𝐴：農業品消費, 𝝁：工業品への支出割合

農業部門：完全競争的、同一種の財を生産

工業部門：不完全競争、広範囲の差別化された財を生産
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効用最大化問題

第4章 4-1. 消費者行動

予算制約のもとでの効用最大化問題は以下のように書ける。

𝒎𝒂𝒙. 𝑼 = 𝑴𝝁𝑨𝟏−𝝁 𝐬. 𝐭. 𝒑𝑨𝑨 + 
𝟎

𝒏

𝒑 𝒊 𝒎 𝒊 𝒅𝒊 = 𝒀

𝒑𝑨：農業品価格, 𝒑(𝒊)：各工業品価格, 𝒀：所得

これは次の2段階で解くことができる。

① 𝑴を達成する費用を最小化するように各𝒎 𝒊 を決定する

② 総予算を農業品と工業品全体に分け、𝑨と𝑴を決定する



5 / 43

効用最大化問題を解く ① 𝒎 𝒊 の決定

第4章 4-1. 消費者行動

①を定式化すると以下

𝒎𝒊𝒏. 
𝟎

𝒏

𝒑 𝒊 𝒎 𝒊 𝒅𝒊 𝐬. 𝐭.  
𝟎

𝒏

𝒎(𝒊)𝝆𝒅𝒊

 𝟏 𝝆

= 𝑴 (4.3)

1階の条件は

（大雑把な導出：積分→単純和として考える）

𝑳 =  𝒑 𝒊 𝒎 𝒊 − 𝝀  𝒎 𝒊 𝝆  𝟏 𝝆 −𝑴

𝝏𝑳

𝝏𝒎(𝒊)
= 𝒑 𝒊 − 𝝀  𝒎 𝒊 𝝆  (𝟏 𝝆)−𝟏𝒎 𝒊 𝝆−𝟏 = 𝟎

𝝏𝑳

𝝏𝒎(𝒋)
= 𝒑 𝒋 − 𝝀  𝒎 𝒊 𝝆  (𝟏 𝝆)−𝟏𝒎 𝒋 𝝆−𝟏 = 𝟎

𝒎(𝒊)𝝆−𝟏

𝒎(𝒋)𝝆−𝟏
=
𝒑(𝒊)

𝒑(𝒋)
(4.4)
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効用最大化問題を解く ① 𝒎 𝒊 の決定

第4章 4-1. 消費者行動

①を定式化すると以下

1階の条件は

𝒎(𝒊)𝝆−𝟏

𝒎(𝒋)𝝆−𝟏
=
𝒑(𝒊)

𝒑(𝒋)
(4.4)

これより、𝒎(𝒋)を𝑴の式に代入すると、

𝒎 𝒋 =
𝒑(𝒋)  𝟏 (𝝆−𝟏)

 𝟎
𝒏
𝒑(𝒊)  𝝆 (𝝆−𝟏)𝒅𝒊

 𝟏 𝝆
𝑴 (4.5)

𝒎𝒊𝒏. 
𝟎

𝒏

𝒑 𝒊 𝒎 𝒊 𝒅𝒊 𝐬. 𝐭.  
𝟎

𝒏

𝒎(𝒊)𝝆𝒅𝒊

 𝟏 𝝆

= 𝑴 (4.3)



7 / 43

効用最大化問題を解く ① 𝒎 𝒊 の決定

第4章 4-1. 消費者行動

𝑴を達成するための最小費用は

 
𝟎

𝒏

𝒑 𝒊 𝒎 𝒊 𝒅𝒊 =  
𝟎

𝒏

𝒑 𝒋 𝒎 𝒋 𝒅𝒋

=  
𝟎

𝒏

𝒑(𝒊)  𝝆 (𝝆−𝟏)𝒅𝒊

 (𝝆−𝟏) 𝝆

𝑴 (4.6)

𝑮 =  
𝟎

𝒏

𝒑(𝒊)  𝝆 (𝝆−𝟏)𝒅𝒊

 (𝝆−𝟏) 𝝆

=  
𝟎

𝒏

𝒑(𝒊)𝟏−𝝈𝒅𝒊

 𝟏 𝟏−𝝈

(4.7)

𝑴の係数を価格指数と定義。これを𝑮とすれば、

よって、𝒎 𝒋 は以下のように書け、（ 𝒋→ 𝒊とすれば）①が終了。

𝒎 𝒋 =
𝒑(𝒋)

𝑮

 𝟏 (𝝆−𝟏)

𝑴 =
𝒑(𝒋)

𝑮

−𝝈

𝑴 (4.8)

価格指数

ただし 𝝆 ≡  (𝝈 − 𝟏) 𝝈 とする
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効用最大化問題を解く ② 𝑨と𝑴の決定

第4章 4-1. 消費者行動

②を定式化すると以下

𝒎𝒂𝒙. 𝑼 = 𝑴𝝁𝑨𝟏−𝝁 𝐬. 𝐭. 𝑮𝑴 + 𝒑𝑨𝑨 = 𝒀 (4.9)

これを解くと、 𝑨と𝑴が決定できる。

𝑴 =
𝝁𝒀

𝑮
, 𝑨 =

(𝟏 − 𝝁)𝒀

𝒑𝑨
(4.10)

（導出：基本的なラグランジュ未定乗数法）

𝑳 = 𝑴𝝁𝑨𝟏−𝝁 − 𝝀 𝑮𝑴+ 𝒑𝑨𝑨 − 𝒀

𝝏𝑳

𝝏𝑨
= 𝑴𝝁−𝟏(𝟏 − 𝝁)𝑨−𝝁 − 𝝀𝒑𝑨 = 𝟎

𝝏𝑳

𝝏𝝀
= 𝑮𝑴+ 𝒑𝑨𝑨 − 𝒀 = 𝟎

𝝏𝑳

𝝏𝑴
= 𝝁𝑴𝝁−𝟏𝑨𝟏−𝝁 − 𝝀𝑮 = 𝟎
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効用最大化問題を解く ② 𝑨と𝑴の決定

第4章 4-1. 消費者行動

②を定式化すると以下

𝒎𝒂𝒙. 𝑼 = 𝑴𝝁𝑨𝟏−𝝁 𝐬. 𝐭. 𝑮𝑴 + 𝒑𝑨𝑨 = 𝒀 (4.9)

これを解くと、 𝑨と𝑴が決定できる。

𝑴 =
𝝁𝒀

𝑮
, 𝑨 =

(𝟏 − 𝝁)𝒀

𝒑𝑨
(4.10)

𝒎 𝒋 =
𝒑(𝒋)

𝑮

−𝝈

×
𝝁𝒀

𝑮
= 𝝁𝒀

𝒑(𝒋)−𝝈

𝑮−(𝝈−𝟏)
(4.11)

また、𝑴を𝒎 𝒋 に代入すれば、
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効用最大化問題の結果

第4章 4-1. 消費者行動

以上①, ②から、

を解き、農業品、各工業品についての需要関数を得た。

𝑨 =
(𝟏 − 𝝁)𝒀

𝒑𝑨
(4.10)再

𝒎𝒂𝒙. 𝑼 = 𝑴𝝁𝑨𝟏−𝝁 𝐬. 𝐭. 𝒑𝑨𝑨 + 
𝟎

𝒏

𝒑 𝒊 𝒎 𝒊 𝒅𝒊 = 𝒀

𝑴 =
𝝁𝒀

𝑮
, 𝒎 𝒋 = 𝝁𝒀

𝒑(𝒋)−𝝈

𝑮−(𝝈−𝟏)
(4.11)再

これらを𝑼に代入すると間接効用関数が得られる

𝑼 = 𝑴𝝁𝑨𝟏−𝝁 = 𝝁𝝁(𝟏 − 𝝁)𝟏−𝝁𝒀𝑮−𝝁(𝒑𝑨)−(𝟏−𝝁) (4.12)
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効用最大化問題の結果

第4章 4-1. 消費者行動

この結果、提供される工業品の範囲が内生変数になった

𝑮 =  
𝟎

𝒏

𝒑(𝒊)𝟏−𝝈𝒅𝒊

 𝟏 𝟏−𝝈

= 𝒑𝑴𝒏  𝟏 𝟏−𝝈 (4.7)

全工業品が同一価格𝒑𝑴 で購入できると仮定。価格指数は

これより、価格指数 𝑮 の財の種類 𝒏 への感応度は異なる種類間の
代替弾力性 𝝈 に依存することがわかる。

𝒎 𝒋 = 𝝁𝒀
𝒑(𝒋)−𝝈

𝑮−(𝝈−𝟏)
(4.11)再

𝒏 の増加

すなわち、財の種類を増加させると財市場の競争が激化し、既存
財の需要曲線を下方にシフトさせる

𝑮 の減少

< 𝟎

𝒎 𝒋 の減少

< 𝟎

また、(4.11)式とあわせると、以下がわかる。
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輸送費の導入

第4章 4-2. 複数の立地点と輸送費用

輸送費をモデルに組み込むため、「氷塊輸送」という概念を導入

解ける
（消滅する）

𝒑𝒓𝒔
𝑴 = 𝒑𝒓

𝑴 𝑻𝒓𝒔
𝑴 (4.14)

地域r

地域s

𝑻𝒓𝒔
𝑴

𝟏

𝑻𝒓𝒔
𝑴 − 𝟏

𝟏単位の財が来るためには、
𝑻𝒓𝒔
𝑴 (> 𝟏)単位の財を発送する必要

地域𝒓では域内で生産された工業品が価格𝒑𝒓
𝑴で販売される。

地域𝒔における送達価格𝒑𝒓𝒔
𝑴は次のようになる

立地点は離散的で
R個あるとする。

また、どの種類の財も1地点のみで生産され、全ての種類の財は同
一の生産技術と価格を持つと仮定。
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輸送費の導入

第4章 4-2. 複数の立地点と輸送費用

立地点𝒔での工業品の価格指数𝑮𝒔は

𝒓で生産された財に対する𝒔での消費需要は (4.11) 式より

𝒎 𝒏𝒓 𝒂𝒕 𝒔 = 𝝁𝒀𝒔(𝒑𝒓
𝑴 𝑻𝒓𝒔

𝑴 )−𝝈𝑮𝒔
(𝝈−𝟏) (4.16)

𝑮𝒔 =  

𝒓=𝟏

𝑹

𝒏𝒓(𝒑𝒓
𝑴 𝑻𝒓𝒔

𝑴 )𝟏−𝝈

 𝟏 𝟏−𝝈

𝒔 = 𝟏,… , 𝑹 (4.15)

ここで、氷塊輸送より、𝒓ではこの𝑻𝒓𝒔
𝑴倍の量が発送されなければ

ならないことを考慮し、工業品の総販売量𝒒𝒓
𝑴は

𝒒𝒓
𝑴 = 𝝁 

𝒔=𝟏

𝑹

𝒀𝒔(𝒑𝒓
𝑴 𝑻𝒓𝒔

𝑴 )−𝝈𝑮𝒔
(𝝈−𝟏)𝑻𝒓𝒔

𝑴 (4.17)
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労働投入量の設定

第4章 4-3. 生産者行動

労働を唯一の投入資源とすれば、労働投入量𝒍𝑴は

𝒍𝑴 = 𝑭 + 𝒄𝑴𝒒𝑴 (4.18)

まず以下の状況を仮定する、

農業部門：完全競争市場、収穫不変の技術

工業部門：独占的競争市場、財レベルにおける規模の経済

𝑭：固定的インプット, 𝒄𝑴：限界的インプット, 𝒒𝑴：生産量

生産技術は全ての財の種類、全ての立地点で同じとする。
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利潤最大化問題

第4章 4-3. 生産者行動

これを解くと、

立地点𝒓における1企業の利潤最大化問題を定式化する

𝒎𝒂𝒙. 𝝅𝒓 = 𝒑𝒓
𝑴 𝒒𝒓

𝑴 −𝒘𝒓
𝑴 (𝑭 + 𝒄𝑴𝒒𝒓

𝑴) (4.19)

𝒘𝒓
𝑴：賃金率, 𝒑𝒓

𝑴：工場渡し価格, 𝒒𝒓
𝑴：総販売量 ← (4.17)式

（導出：一階微分および𝝈の定義）

𝝈 = −
 𝝏𝒒𝒓

𝑴 𝒒𝒓
𝑴

 𝝏𝒑𝒓
𝑴 𝒑𝒓

𝑴

𝝏𝝅𝒓

𝝏𝒑𝒓
𝑴 = 𝒒𝒓

𝑴 + 𝒑𝒓
𝑴 𝝏𝒒𝒓

𝑴

𝝏𝒑𝒓
𝑴 −𝒘𝒓

𝑴 𝒄𝑴
𝝏𝒒𝒓

𝑴

𝝏𝒑𝒓
𝑴 = 𝟎

企業は需要の価格弾力性を𝝈として受け取るという仮定から

𝒑𝒓
𝑴 =

𝟏

𝟏 −  𝟏 𝝈
𝒄𝑴𝒘𝒓

𝑴 =
𝒄𝑴𝒘𝒓

𝑴

𝝆
(4.20)
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利潤最大化問題

第4章 4-3. 生産者行動

ここで、独占市場において参入・退出規制がないと仮定すると、
企業の利潤はゼロになることから、𝝅𝒓 = 𝟎として、

よって利潤は以下の関数となる。

𝝅𝒓 = 𝒘𝒓
𝑴
𝒒𝒓
𝑴𝒄𝑴

𝝈 − 𝟏
− 𝑭 (4.21)

𝒒𝒓
𝑴 =

𝑭(𝝈 − 𝟏)

𝒄𝑴
≡ 𝒒∗ (4.22)

𝒍∗ = 𝑭 + 𝒄𝑴𝒒∗ = 𝑭𝝈 (4.23)

（←立地点𝒓によらない均衡値）

立地点rにおける工業企業数（＝財の種類数）𝒏𝒓は

𝒏𝒓 =
𝑳𝒓
𝑴

𝒍∗
=
𝑳𝒓
𝑴

𝑭𝝈
(4.24)

𝑳𝒓
𝑴：立地点𝒓での工業労働者数
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利潤最大化問題の結果

第4章 4-3. 生産者行動

市場規模は、限界費用を上回るマークアップ（原価に加算され
る利潤）にも、個々の財が生産される生産規模にも影響しない

市場規模の効果は生産される財の種類の変化を通じて働くのみ

一般的にはより大きな市場はより激しい競争を発生させ、市場
拡大のメリットを享受する方法の一つは大規模生産による。

これは、モデルの次の（やや現実とは離れた）仮定に由来する

・価格弾力性が一定の需要関数

・企業が利潤最大化行動の際に価格指数𝑮𝒔を一定とみなすという非戦

略的行動
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工業賃金方程式

第4章 4-3. 生産者行動

これに、(4.20) を代入すると、各立地点の所得・価格指数・輸送費
が所与の場合に、立地点𝒓の企業が収支均等する賃金が示される。

(4.22) で導いた 𝒒∗を需要関数 (4.17) に代入すると、

𝒒∗ = 𝝁 

𝒔=𝟏

𝑹

𝒀𝒔(𝒑𝒓
𝑴)−𝝈(𝑻𝒓𝒔

𝑴 )𝟏−𝝈𝑮𝒔
𝝈−𝟏 (4.25)

(𝒑𝒓
𝑴)𝝈=

𝝁

𝒒∗
 

𝒔=𝟏

𝑹

𝒀𝒔(𝑻𝒓𝒔
𝑴 )𝟏−𝝈𝑮𝒔

𝝈−𝟏 (4.26)

𝒘𝒓
𝑴 =

𝝈 − 𝟏

𝝈𝒄𝑴
𝝁

𝒒∗
 

𝒔=𝟏

𝑹

𝒀𝒔(𝑻𝒓𝒔
𝑴 )𝟏−𝝈𝑮𝒔

𝝈−𝟏

 𝟏 𝝈

(4.27)賃金方程式
< 𝟎 > 𝟎

𝒀𝒔 →大、𝑻𝒓𝒔
𝑴→小、𝑮𝒔→大で𝒘𝒓

𝑴→大となる。

所得水準 輸送費 つまり n（財の種類）→減

… … …
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実質賃金

第4章 4-3. 生産者行動

賃金方程式により、名目賃金を導出できた。

一方、各立地点での実質所得は生計費指数 𝑮𝒓
𝝁
(𝒑𝒓

𝑨)𝟏−𝝁 によりデフ
レートされた名目所得に比例する

𝝎𝒓
𝑴 = 𝒘𝒓

𝑴𝑮𝒓
−𝝁
(𝒑𝒓

𝑨)−(𝟏−𝝁) (4.28)

よって立地点𝒓での工業労働者の実質賃金𝝎𝒓
𝑴 は

となる。
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測定単位の選択による単純化

第4章 4-4. いくつかの規準化

適切な単位を選択し、無次元量𝝈, 𝝆, 𝝁を使って式を簡単にする

𝒄𝑴 =
𝝈 − 𝟏

𝝈
= 𝝆 (4.29)

となるようにすれば、次の式が出る。

𝒑𝒓
𝑴 = 𝒘𝒓

𝑴 (4.30), 𝒍∗ = 𝒒∗

② 生産の固定的インプットについて

𝑭 =
𝝁

𝝈
(4.31)

となるようにすれば、次の式が出る。

𝒏𝒓 =
𝑳𝒓
𝑴

𝝁
(4.32), 𝒍∗ = 𝒒∗ = 𝝁 (4.33)

① 限界労働量について
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測定単位の選択による単純化

第4章 4-4. いくつかの規準化

以上の規準化をふまえ、価格指数と賃金方程式を書くと

𝑮𝒓 =  

𝒔=𝟏

𝑹

𝒏𝒔(𝒑𝒔
𝑴 𝑻𝒔𝒓

𝑴 )𝟏−𝝈

 𝟏 (𝟏−𝝈)

=
𝟏

𝝁
 

𝒔=𝟏

𝑹

𝑳𝒔
𝑴(𝒘𝒔

𝑴 𝑻𝒔𝒓
𝑴 )𝟏−𝝈

 𝟏 (𝟏−𝝈)

(4.34)

𝒘𝒓
𝑴 =

𝝈 − 𝟏

𝝈𝒄𝑴
𝝁

𝒒∗
 

𝒔=𝟏

𝑹

𝒀𝒔(𝑻𝒓𝒔
𝑴 )𝟏−𝝈𝑮𝒔

𝝈−𝟏

 𝟏 𝝈

=  

𝒔=𝟏

𝑹

𝒀𝒔(𝑻𝒓𝒔
𝑴 )𝟏−𝝈𝑮𝒔

𝝈−𝟏

 𝟏 𝝈

(4.35)
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立地点が2つの場合を考える

第4章 4-5. 価格指数効果と域内市場効果

価格指数と賃金方程式は𝒓 = 𝟏, 𝟐 として、以下の式となる。

𝑮𝟏
𝟏−𝝈 =

𝟏

𝝁
𝑳𝟏𝒘𝟏

𝟏−𝝈 + 𝑳𝟐(𝒘𝟐𝑻)
𝟏−𝝈 (4.36-1)

𝑮𝟐
𝟏−𝝈 =

𝟏

𝝁
𝑳𝟏(𝒘𝟏𝑻)

𝟏−𝝈+𝑳𝟐𝒘𝟐
𝟏−𝝈 (4.36-2)

𝒘𝟏
𝝈 = 𝒀𝟏𝑮𝟏

𝝈−𝟏 + 𝒀𝟐𝑮𝟐
𝝈−𝟏 𝑻𝟏−𝝈 (4.37-1)

𝒘𝟐
𝝈 = 𝒀𝟏𝑮𝟏

𝝈−𝟏𝑻𝟏−𝝈 + 𝒀𝟐𝑮𝟐
𝝈−𝟏 (4.37-2)

工業のみ着目より添字 𝑴 省略、𝑻𝟏𝟐 = 𝑻𝟐𝟏 = 𝑻 とした。

また、域内輸送費はゼロと仮定（𝑻𝟏𝟏 = 𝑻𝟐𝟐 = 𝟎 ）。
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立地点が2つの場合を考える

第4章 4-5. 価格指数効果と域内市場効果

ここで、これらの式は 𝒔 = 𝟏, 𝟐 の変数に関して対称であり、

𝑳𝟏 = 𝑳𝟐 かつ 𝒀𝟏 = 𝒀𝟐 なら 𝑮𝟏 = 𝑮𝟐 および 𝒘𝟏 = 𝒘𝟐 の解を有する

𝟏 + 𝑻𝟏−𝝈 =
𝝁

𝑳

𝑮

𝒘

𝟏−𝝈

=
𝒘

𝒀

𝑮

𝒘

𝟏−𝝈

(4.38)

対称的な均衡値をそれぞれ 𝑳, 𝒀, 𝑮,𝒘として4つの式に代入・整理

この均衡値周辺でのふるまいを調べるため、価格指数および賃金
方程式を微分。対称性から 𝒅𝑿 = 𝒅𝑿𝟏 = −𝒅𝑿𝟐 (𝐗 = 𝑳, 𝒀, 𝑮,𝒘) とする。

(𝟏 − 𝝈)
𝒅𝑮

𝑮
=
𝑳

𝝁

𝑮

𝒘

𝝈−𝟏

𝟏 − 𝑻𝟏−𝝈
𝒅𝑳

𝑳
+ (𝟏 − 𝝈)

𝒅𝒘

𝒘
(4.39)

𝝈
𝒅𝒘

𝒘
=
𝒀

𝒘

𝑮

𝒘

𝝈−𝟏

𝟏 − 𝑻𝟏−𝝈
𝒅𝒀

𝒀
+ (𝝈 − 𝟏)

𝒅𝑮

𝑮
(4.40)
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価格指数効果

第4章 4-5. 価格指数効果と域内市場効果

(4.39)式において工業への労働力供給が完全に弾力的であり、
𝒅𝒘 = 𝟎 と仮定する。

よって、工業部門の労働力変化
𝒅𝑳

𝑳
は価格指数に負の効果

𝒅𝑮

𝑮
を

与える。

𝒅𝑮

𝑮
=

𝟏

𝟏 − 𝝈

𝑳

𝝁

𝑮

𝒘

𝝈−𝟏

𝟏 − 𝑻𝟏−𝝈
𝒅𝑳

𝑳
(4.39’)

↑ 𝑻 > 𝟏, 𝟏 − 𝝈 < 𝟎より
> 𝟎

< 𝟎

→ 価格指数効果
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域内市場効果

第4章 4-5. 価格指数効果と域内市場効果

交易費用の指数 𝒁 を以下のように定義する。 ( 𝟎 ≤ 𝒁 ≤ 𝟏 )

𝒁 =
𝟏 − 𝑻𝟏−𝝈

𝟏 + 𝑻𝟏−𝝈
(4.41)

この 𝒁 と (4.39) 式、(4.40) 式を用いて 𝑮 の項を消去すると

𝝈

𝒁
+ 𝒁(𝟏 − 𝝈)

𝒅𝒘

𝒘
+ 𝒁

𝒅𝑳

𝑳
=
𝒅𝒀

𝒀
(4.42)

先と同様に 𝒅𝒘 = 𝟎 と仮定すると

𝒅𝑳

𝑳
=
𝟏

𝒁

𝒅𝒀

𝒀
(4.43)

工業品の域内需要が増加（
𝒅𝒀

𝒀
→大）すると、工業労働者数（→工

業生産高）は比例以上（
𝟏

𝒁
> 𝟏）に増加（

𝒅𝑳

𝑳
→大）する

→ 域内市場効果
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域内市場効果

第4章 4-5. 価格指数効果と域内市場効果

工業品に対する高い需要を持つ立地点では、他の条件が同じであ
るとして、工業労働者により高い実質賃金が提供される傾向にあ
る。

また、工業労働者が増えると、自身が消費者ともなり、地域全体
として工業品に対する大きな需要が存在するようになる。

→ 工業集積が起きる過程の概要を示すことができた。
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工業部門拡大→実質所得上昇効果の上限設定

第4章 4-6. ブラックホールの非存在条件

(4.39), (4.40) 式, 𝒁 = 𝟏 を用いて変形すると、

工業品消費が域内需要のみで完結する場合（𝒁 = 𝟏）を考える

実質賃金 (4.28) 式で、農業品価格 𝒑𝑨 は一定と仮定して全微分

𝒅𝝎

𝝎
=
𝒅𝒘

𝒘
− 𝝁

𝒅𝑮

𝑮
(4.43)

𝒅𝝎

𝝎
= 𝟏 − 𝝁

𝒅𝒀

𝒀
+

𝝁 − 𝝆

𝝆

𝒅𝑳

𝑳
(4.44)

𝒅𝝎

𝝎
=

𝝁 − 𝝆

𝝆

𝒅𝑳

𝑳
(4.45)

𝑳 →増（
𝒅𝑳

𝑳
> 𝟎）で𝝎 →増（

𝒅𝝎

𝝎
> 𝟎）を防ぐために、係数

𝝁−𝝆

𝝆
< 𝟎

とする。つまり、𝝁 < 𝝆 …ブラックホールの非存在条件

工業品支出を一定（𝒅𝒀 = 𝟎）とする（→名目支出が一定）と
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 𝝀𝒓 = 𝜸(𝝎𝒓 −  𝝎)𝝀𝒓 (5.2)

核と周辺地域

第5章 5-1. 仮定

次のような地域を考えることとする

工業労働者は実質賃金が平均以下の地域から平均以上の地域へ移動。

地域r

地域s

𝑻𝒓𝒔
𝑴

𝟏

𝑻𝒓𝒔
𝑴 − 𝟏農業 工業

投入資源
農業
労働者

工業
労働者

労働者数
[経済全体]

𝑳𝑨 𝑳𝑴

労働者
移動

なし あり

労働者数
[ 地域r ]

𝝓𝒓𝑳
𝑨 𝝀𝒓𝑳

𝑴

(任意時点)

輸送
輸送費
ゼロ

氷塊
輸送

※ 𝑳𝑴 = 𝝁, 𝑳𝑨 = 𝟏 − 𝝁 となるように単位
を選択する

賃金 [農]：𝒘𝒓
𝑨 = 𝟏

賃金 [工]： 𝒘𝒓
𝑴, 𝝎 𝒓

𝑴

動学過程は、平均実質賃金  𝝎 =  𝝀𝒓𝝎𝒓 (5.1) を用いて以下で書ける。

工業品輸送

←地域に依らない価値尺度
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𝑮𝒓 =  𝝀𝒔(𝒘𝒔𝑻𝒔𝒓)
𝟏−𝝈

 𝟏 𝟏−𝝈

(5.4)

即時均衡解（以下の4R本の連立方程式の解）

第5章 5-2. 即時均衡

① 所得 地域𝒓の所得は

𝒀𝒓 = 𝝁𝝀𝒓 𝒘𝒓 + 𝟏 − 𝝁 𝝓𝒓 (5.3)
労働者数 賃金

[工業]

労働者数 （賃金は𝒘𝒓
𝑨 = 𝟏である）

[農業]

𝑳𝑴
||

𝑳𝑨
||

② 価格指数 (4.34) 式に 𝑳𝒔
𝑴 = 𝝁𝝀𝒔 を代入して

③ 名目賃金 (4.35) 式より

𝒘𝒓 =  

𝒔

𝒀𝒔(𝑻𝒓𝒔)
𝟏−𝝈𝑮𝒔

𝝈−𝟏

 𝟏 𝝈

(5.5)

④ 実質賃金 (4.28) 式より

𝝎𝒓 = 𝒘𝒓𝑮𝒓
−𝝁 (5.6)
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地域が2つの場合

第5章 5-3. 核-周辺モデル：構成と数値例

・工業が2地域間に均等配分される

・一方の地域に集中する

経済が工業からなる核地域と農業からなる周辺地域に分かれる

𝑻𝟏𝟐 = 𝑻𝟐𝟏 = 𝑻, 𝝀𝟏 = 𝝀, 𝝀𝟐 = 𝟏 − 𝝀, 𝝓𝟏 = 𝝓𝟐 =
𝟏

𝟐
とすれば、先の式は

どちらになるのか知りたい

𝑮𝟏 = 𝝀𝒘𝟏
𝟏−𝝈 + (𝟏 − 𝝀) 𝒘𝟐𝑻

𝟏−𝝈  𝟏 (𝟏−𝝈)
(5.9)

𝒀𝟏 = 𝝁𝝀𝒘𝟏 +  𝟏 − 𝝁 𝟐 (5.7)

𝒀𝟐 = 𝝁(𝟏 − 𝝀)𝒘𝟐 +  𝟏 − 𝝁 𝟐 (5.8)

𝑮𝟐 = 𝝀 𝒘𝟏𝑻
𝟏−𝝈 + (𝟏 − 𝝀)𝒘𝟐

𝟏−𝝈  𝟏 (𝟏−𝝈)
(5.10)

𝒘𝟏 = 𝒀𝟏𝑮𝟏
𝝈−𝟏 + 𝒀𝟐𝑮𝟐

𝝈−𝟏𝑻𝟏−𝝈
 𝟏 𝝈

(5.11)

𝒘𝟐 = 𝒀𝟏𝑮𝟏
𝝈−𝟏𝑻𝟏−𝝈 + 𝒀𝟐𝑮𝟐

𝝈−𝟏  𝟏 𝝈
(5.12)

𝝎𝟏 = 𝒘𝟏𝑮𝟏
−𝝁

(5.13)

𝝎𝟐 = 𝒘𝟐𝑮𝟐
−𝝁

(5.14)

所得

価格指数

名目賃金

実質賃金
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地域が2つの場合

第5章 5-3. 核-周辺モデル：構成と数値例

Tを固定として方程式を解き、𝝎𝟏 −𝝎𝟐 と 𝝀 のグラフを書く

輸送費：高

一方の地域の工業
シェアが過半になる
と、実質賃金はもう
一方より低くなる。

輸送費：中程度 輸送費：低

𝝀が1/2に近い 一方の地域の工業
シェアが過半になる
と、実質賃金はもう
一方より高くなる。

工業シェア
地域1<地域2

𝝎𝟏 > 𝝎𝟐
工業シェア
地域1<地域2

𝝎𝟏 < 𝝎𝟐

→ 対称均衡に収束

𝝀が十分高いor低い
初期値から出発

→ 対称均衡に収束

→ 核-周辺パターンに

T=2.1 T=1.7 T=1.5

→ 核-周辺パターンに
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地域が2つの場合

第5章 5-3. 核-周辺モデル：構成と数値例

輸送費用による均衡タイプの変化

① 輸送費用が十分高い

→工業が２地域に均等配分される

安定均衡が1つ

② 輸送費用が臨界値 𝑻(𝑺)より下がる

→全工業が1地域に集中する新たな

安定均衡が出現

実線：安定均衡

点線：不安定均衡

①

②③

③ 輸送費用が臨界値 𝑻(𝑩)より下がる

→対称均衡は不安定になる
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核-周辺パターンが成立している地域を考える

第5章 5-4. 核-周辺パターンの持続可能性

𝝀 = 𝟏 とし、𝒘𝟏 = 𝟏 と仮定すると、各式は以下のようになる

安定均衡かどうかを判断するには…… 𝝎𝟏 ≥ 𝝎𝟐 かを確かめればよい

𝑮𝟏 = 𝟏 (5.9’)

𝒀𝟏 =  𝟏 + 𝝁 𝟐 (5.7’)

𝒀𝟐 =  𝟏 − 𝝁 𝟐 (5.8’)

𝑮𝟐 = 𝑻 (5.10’)

𝒘𝟏 = 𝟏 (5.11’)

𝒘𝟐 =
𝟏 + 𝝁

𝟐
𝑻𝟏−𝝈 +

𝟏 − 𝝁

𝟐
𝑻𝝈−𝟏

 𝟏 𝝈

(5.12’)

𝝎𝟏 = 𝟏 (5.13’)

𝝎𝟐 = 𝑻−𝝁
𝟏 + 𝝁

𝟐
𝑻𝟏−𝝈 +

𝟏 − 𝝁

𝟐
𝑻𝝈−𝟏

 𝟏 𝝈

(5.14’)

所得

価格指数

名目賃金

実質賃金
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核-周辺パターンが成立している地域を考える

第5章 5-4. 核-周辺パターンの持続可能性

𝝎𝟐 に着目すると、

𝝎𝟐 = 𝑻−𝝁
𝟏 + 𝝁

𝟐
𝑻𝟏−𝝈 +

𝟏 − 𝝁

𝟐
𝑻𝝈−𝟏

 𝟏 𝝈

(5.16)

第１項

< 1

第1項：前方連関効果

地域2では工業品を移入しなければならない

→相対的に費用がかかり、工業労働者が住むのに魅力が少ない

第2項：後方連関効果（地域2に立地予定の企業が収支均等する名目賃金）

生産の集中による需要を通じて企業が支払える名目賃金に影響

第2項

𝒀𝟏
||

𝒀𝟐
||

< 1 > 1

地域2→1への輸
送費用上の不利

地域1→2への輸
送費用上の不利
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核-周辺パターンが成立している地域を考える

第5章 5-4. 核-周辺パターンの持続可能性

続いて、(5.16) 式を変形し、

𝝎𝟐
𝝈 =

𝟏 + 𝝁

𝟐
𝑻𝟏−𝝈−𝝁𝝈 +

𝟏 − 𝝁

𝟐
𝑻𝝈−𝟏−𝝁𝝈 (5.17)

𝑻 = 𝟏 のとき𝝎𝟐 = 𝟏 =𝝎𝟏 であり、立地点は無関係

(5.17) 式を全微分し、 𝑻 = 𝟏, 𝝎𝟐 = 𝟏 で評価すると、

𝒅𝝎𝟐

𝒅𝑻
=
𝝁(𝟏 − 𝟐𝝈)

𝝈
< 𝟎 (5.18)

よって輸送費用が低い水準では、𝝎𝟐 < 𝟏 = 𝝎𝟏 より安定均衡



37 / 43

核-周辺パターンが成立している地域を考える

第5章 5-4. 核-周辺パターンの持続可能性

一方、 𝑻 が非常に大きい場合は

𝝎𝟐
𝝈 =

𝟏 + 𝝁

𝟐
𝑻𝟏−𝝈−𝝁𝝈 +

𝟏 − 𝝁

𝟐
𝑻𝝈−𝟏−𝝁𝝈 (5.17)

→非常に小さくなる

< 𝟎

もし、𝝈 − 𝟏 − 𝝁𝝈 < 𝟎 ならば、第2項も非常に小さくなる

ここで、第４章のブラックホールの非存在条件は、  (𝝈 − 𝟏) 𝝈 > 𝝁 ↔

𝝈 − 𝟏 − 𝝁𝝈 > 𝟎 であったから、𝝈 − 𝟏 − 𝝁𝝈 < 𝟎 では集積力が強力で、
核-周辺パターンは安定均衡
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核-周辺パターンが成立している地域を考える

第5章 5-4. 核-周辺パターンの持続可能性

一方、 𝑻 が非常に大きい場合は

𝝎𝟐
𝝈 =

𝟏 + 𝝁

𝟐
𝑻𝟏−𝝈−𝝁𝝈 +

𝟏 − 𝝁

𝟐
𝑻𝝈−𝟏−𝝁𝝈 (5.17)

→非常に小さくなる

< 𝟎

逆に、𝝈 − 𝟏 − 𝝁𝝈 > 𝟎、つまりブラックホールの非存在条件が成立す
る場合は、第2項は非常に大きくなる。

この時の動きは右図に表される 核-周辺パターン

持続可能←

→ 持続不可能
𝝈 (, 𝝆)→小

𝝈 (, 𝝆)→大

グラフの曲線は右に伸び、持続可
能なTの範囲を広げる

𝑻 𝑺 は1に近づき、工業は地域的
需要を満たすために両地域に立
地して生産
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𝑻(𝑩) ブレークポイントの導出

第5章 5-5. 対象均衡はいつ崩壊するのか

対象均衡時の式を微分する。まず内生変数は以下となる。

𝝀 =  𝟏 𝟐

𝑮𝟏
𝟏−𝝈 = 𝑮𝟐

𝟏−𝝈 =  (𝟏 + 𝑻𝟏−𝝈) 𝟐

𝒘𝟏 = 𝒘𝟐 = 𝟏

𝒀𝟏 = 𝒀𝟐 =  𝟏 𝟐

(5.7),(5.8) の全微分と対称性ゆえの 𝒅𝑿 = 𝒅𝑿𝟏 = −𝒅𝑿𝟐 (𝐗 = 𝒀, 𝑮,𝒘)

を用いて、

𝒅𝒀 = 𝝁𝒅𝝀 +
𝝁

𝟐
𝒅𝒘 (5.21)

(𝟏 − 𝝈)
𝒅𝑮

𝑮
= 𝑮𝝈−𝟏(𝟏 − 𝑻𝟏−𝝈) 𝒅𝝀 +

𝟏 − 𝝈 𝒅𝒘

𝟐
(5.22)

同様に(5.9),(5.10) の全微分から
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𝑻(𝑩) ブレークポイントの導出

第5章 5-5. 対象均衡はいつ崩壊するのか

ここで、以下の𝒁を用いて、(5.22)を書くと

𝒁 =
𝟏 − 𝑻𝟏−𝝈

𝟏 + 𝑻𝟏−𝝈
(5.23)

𝝈𝒅𝒘 = 𝟐𝒁𝒅𝒀 + 𝝈 − 𝟏 𝒁
𝒅𝑮

𝑮
(5.25)

𝒅𝑮

𝑮
=

𝟐𝒁

𝟏 − 𝝈
𝒅𝝀 + 𝒁𝒅𝒘 (5.24)

同様に(5.11)-(5.14) の全微分から

𝑮𝝁𝒅𝝎 = 𝒅𝒘− 𝝁
𝒅𝑮

𝑮
(5.26)

(5.21), (5.24), (5.25), (5.26) を用いて以下の式を導ける。

𝒅𝝎

𝒅𝝀
= 𝟐𝒁𝑮−𝝁

𝟏 − 𝝆

𝝆

𝝁 𝟏 + 𝝆 − 𝒁(𝝁𝟐 + 𝝆)

𝟏 − 𝝁𝒁 𝟏 − 𝝆 − 𝝆𝒁𝟐
(5.27)
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𝑻(𝑩) ブレークポイントの導出

第5章 5-5. 対象均衡はいつ崩壊するのか

ここで、(5.27) 式の符号は[ ]内の分子の符号に依存する。

𝒁→0（輸送費小）だと、(分子) > 𝟎 で
𝒅𝝎

𝒅𝝀
> 𝟎となり均衡は不安定

𝒁=1（輸送費超大）だと、𝝆 < 𝝁 で
𝒅𝝎

𝒅𝝀
> 𝟎となり均衡は不安定

𝝆 > 𝝁 で
𝒅𝝎

𝒅𝝀
< 𝟎となり均衡は安定

ブラックホールの非存在条件が満たされない
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𝑻(𝑩) ブレークポイントの導出

第5章 5-5. 対象均衡はいつ崩壊するのか

ブラックホールの非存在条件が満たされるとき、
𝒅𝝎

𝒅𝝀
と 𝑻 のグラフは

核-周辺パターン

持続不可能←
→ 持続可能

𝑻 𝑩 は
𝒅𝝎

𝒅𝝀
= 𝟎として得られる。

𝑻  𝝆 (𝟏−𝝆) =
(𝝆 + 𝝁)(𝟏 + 𝝁)

(𝝆 − 𝝁)(𝟏 − 𝝁)
(5.28)

また、𝑻 𝑺 , 𝑻 𝑩 は

𝝁に関して増加、𝝆 (, 𝝈) に関して減少

すなわち、対称均衡が不安定
となる𝑻 の範囲は工業品への
支出割合が高いほど、各工業
品への差別化（多様性）欲求
が高いほど広くなる。
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第4章

第5章 5-6. 含意と結論

独占的市場での競争を表すディクシット=スティグリッツのモデ
ルを拡張し、空間経済において適用可能なモデルを設定した。

第5章

集積の経済が個別生産者レベルでの規模の経済、輸送費用、要素
移動の相互作用によって、どのように生まれるのかがわかった。

集積力と分散力の相対関係、またこの関係が生み出す不連続な変
化についての例示を得た。

先のモデルを2地域について適用し、工業集積が起こる核-周辺モ
デルの実例および均衡範囲を考えた。

今後

2地域から多地域へ拡大、輸送費の制約を現実に近づける


